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令和６年10月 21日 

全国消費生活相談員協会と株式会社ｗｉｔｈとの間で 

差止請求に関する協議が調ったことについて 

消費者契約法第39条第１項の規定に基づき、下記の事項を公表する。 

記 

１．協議が調ったと認められるものの概要 

（１）事案の概要 

 本件は、適格消費者団体である公益社団法人全国消費生活相談員協会（以下「全国

消費生活相談員協会」という。）が、株式会社ｗｉｔｈ（以下「ｗｉｔｈ」という。）

に対し、ｗｉｔｈが運営する「ｗｉｔｈ」と称するマッチングアプリ（以下「本件ア

プリ」という。）の利用規約における条項（以下「本件条項」という。）が、下記のと

おり消費者契約法第９条第１項第１号（※１）に該当し無効であるとして、本件条項の

削除及び使用停止を求めた事案である。 

（本件条項） 

会員が有料プランを利用期間の途中で利用休止又は解約した場合でも、返金や未

利用期間の日割り計算による清算は行わないとする旨の契約条項 

（理由） 

 ｗｉｔｈにおける有料会員の料金プランには、月払以外に、複数月の利用期間分の

料金を一括払することとされているプランがあり、本件アプリは、21 歳以下限定の

１週間プランを除き、１か月単位で対価が発生するサービスとなっており、利用者

が１か月以上の未利用期間を残して中途解約した場合には、当該未利用期間に相当

する既払金については、役務を提供していない以上、利用者に不当利得返還請求権

が発生する。これを返還しない扱いとすると、当該既払金は解除に伴う損害賠償額

の予定ないし違約金として機能するところ、解除の時期によっては未利用期間が複

数月にわたることも想定され、不返還となる金額が、解除によって事業者に生ずべ

き平均的な損害の額を超える場合も生じると考えられるため、当該既払金の、平均

的な損害の額を超える部分について、消費者契約法第９条第１項第１号に該当し無

効である。 
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（※１）消費者契約法 

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効等） 

第九条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。 

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、

これらを合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、

当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額

を超えるもの 当該超える部分 

二 ［略］ 

２ ［略］ 

 
注）上記の差止請求が行われた日現在の規定 

 

（２）結果 

全国消費生活相談員協会は、令和６年４月 24 日、ｗｉｔｈに対する申入れを開始

し、ｗｉｔｈにより申入れの趣旨に沿う対応がなされたものとして、令和６年８月13

日、申入れを終了した。 

 

２．適格消費者団体の名称 

公益社団法人全国消費生活相談員協会 (法人番号2010405010418) 

 

３．事業者等の氏名又は名称 

株式会社ｗｉｔｈ（法人番号9011001151442） 

 

４．当該事案に関する改善措置情報（※２）の概要 

なし 

 
（※２） 改善措置情報とは、差止請求に係る相手方から、差止請求に係る相手方の行為の停

止若しくは予防又は当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとった旨の連絡を受け

た場合におけるその内容及び実施時期に係る情報のことをいう（消費者契約法施行規則

第14条及び第28条参照）。 

以上 

 

 

 

 

 

消費者庁消費者制度課 

電話番号:03-3507-8800(代表) 

URL：https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/index.html 


